
【かながわシステムへの登録等の流れ】

①事業開始（１日）の当月７日までに登録依頼書

等を県へ郵送

地域生活支援事業

等を県へ郵送

・登録依頼書（任意様式）

・地域生活支援事業所登録シート（原本）

・登録シートのデータが入力されたＣＤ

②県で付番後、依頼市に通知

③県がＣＤデータを基にかながわシステムへ登録

69369149
テキストボックス
資料４



【かながわシステムへの登録等の流れ】

①随時登録依頼書等を県へ郵送

・登録依頼書（任意様式）

県外事業所（一般市町村）

（他県の障害福祉サービス等）

・県外事業者・施設登録シート（原本）

・登録シートのデータが入力されたＣＤ

②番号は市町村で任意

（他県で使用している番号と同一の番号にするの
が一般的）

③県がＣＤデータを基にかながわシステムへ登録



県域の指定特定相談支援事業者の
事業所登録等について

平成２７年４月

神奈川県保健福祉局福祉部

障害サービス課事業支援グループ
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指定特定相談支援 指定事務フロー
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H23.10.31障害保健福祉主管課長会議資料より抜粋
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事業所番号付番のルール

付番ルール（原則）

①同一敷地内に複数事業所がある場合は同一事業所番号を付番します。

②１事業所１事業所番号です。ただし、同一敷地内で事業区分コードが違う事業

を行う場合は複数の事業所番号を保有することがあります。

例）日中活動を実施している場所で、相談支援事業も行う場合など。

③多機能型の場合は、同一事業所番号を付番します。③多機能型の場合は、同一事業所番号を付番します。

④法人（運営主体）が変更になる場合は、新しい法人による指定申請が必要です。

※新しい事業所番号を付番しますので、従前の事業所は「廃止」となります。

参考：相談支援のサービス種類コード

平成23年度まで 相談支援事業＝５１

平成24年度以降 計画相談支援＝５２
地域移行支援＝５３
地域定着支援＝５４

一般相談支援
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事業所番号付番のルール

○重複した「事業所情報のシステム登録」及び「事業所番号の付番」を避けるため、

神奈川県では次のとおりに取り扱います。

○計画相談支援給付費は「障害者自立支援給付支払等システム（全国標準システ
ム）」を経由して支払われます。この「障害者自立支援給付費支払等システム」は、
「かながわシステム」と連携しているため、「指定障害福祉サービス事業者等申請
様式」により、事業所の情報をシステムに登録する必要があります。

事業所所在地 指定権者 登録先 事業所番号付番ルール

横浜市内に所在する事業所 横浜市 横浜市

別に定める事業所番号付番ルールによる。

川崎市内に所在する事業所 川崎市 川崎市

相模原市内に所在する事業所 相模原市 相模原市

横須賀市内に所在する事業所 横須賀市 横須賀市

上記以外に所在する事業所 各市町村 神奈川県

政令市・中核市はそれぞれの事業所
番号付番ルールによる。
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県と市町村において別に事業所番号を管理した場合

事業所番号付番のルール

指定特定相談支援「Ａ事業所」
１４３＊＊＊＊＊＊１＊

指定一般相談支援「Ｂ事業所」
１４３＊＊＊＊＊＊１＊

●県と市町村でそれぞれに管理すると、既に登録している事業所番号と重複する
可能性がある。

本来違う番号にならなければいけないが、
同じ事業所番号になってしまう。同じ事業所番号になってしまう。

●県と市町村でそれぞれに管理すると、「指定特定相談支援」と「指定一般相談支
援」を行う事業所に同じ事業所番号を付番できなくなる。

指定特定相談支援「Ｃ事業所」
１４３＊＊＊＊＊＊１＊

指定一般相談支援「Ｃ事業所」
１４３＊＊＊＊＊＊２＊

本来同じ番号にならなければいけないが、
違う事業所番号になってしまう。

これらのことを回避するため、
事業所番号の管理は、県域市町村で指定を行うものについては県で行います。 8



県域市町村における指定特定相談支援事業所指定事務等のルール

事業所番号の付番について

○特定相談支援事業者の事業所番号の付番管理は、県で行う。

○各市町村は、指定特定相談支援事業者を指定する場合は、付番依頼を県に
行う（任意様式）。

○県は依頼を受けた場合、すみやかに事業所番号を通知する。

かながわシステムへの事業所登録について

○事業所番号の付番依頼は、原則毎月20日を締切とする。

かながわシステムへの事業所登録について

○特定相談支援事業者のかながわシステムへの登録は、各市町村で行う。

○各市町村の端末で登録、変更等の作業を行う。

○かながわシステムへの新規事業所登録が完了したら、県にFAXもしくはメール

にて登録完了の旨の連絡をする。

○口座振込依頼書（原本）を県に送付する。※県域分は県が取りまとめて国保連に送付する。

※全国標準システムに事業所データを確実に登録するため。
※かながわシステムのID・パスワードの発行依頼を県から国保連にするため。
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メ モ
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特定相談支援事業者
指定事務マニュアル

～指定事業者登録編～
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かながわシステムへの登録

市町村は申請事業所から指定申請書とともに受け取った「申請書・口座
振込依頼書・付表」が入ったデータを「かながわシステム」に登録します。

市町村

振込依頼書・付表」が入ったデータを「かながわシステム」に登録します。

県は市町村がかながわシステムに登録し
た事業所情報を国保連に送信します。

県 国保連

全国標準システム

国保連は県が送信した事業所情報を全国
標準システムに登録します。 12



①事業所が持参したデータを開きます。

かながわシステムへの新規登録

※マクロが組まれています。ファイルを開くときは、マクロを有効にします。 13



②事業所が入力していない項目を入力します。

かながわシステムへの新規登録

②指定市町村番号の
記入がありません。

様式第一号

①申請先の市町村名の
記入がありません。

③事業所番号、異動区分、
異動年月日、支払方法、
社会福祉法人・A型減免の
入力がありません。
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かながわシステムへの新規登録

④事業所所在地市町村番号
の記入がありません。

様式第一号

⑤級地区分の記入が
ありません。

⑥指定有効開始年月日、指定有効終了
年月日の記入がありません。
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かながわシステムへの新規登録

口座振込依頼書

印⑦事業所番号の記入がありません。 印⑦事業所番号の記入がありません。
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かながわシステムへの新規登録

付表１
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かながわシステムへの新規登録

付表１

⑧基準上の必要人数の記入がありません。

⑨市町村番号の記入がありません。
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かながわシステムへの新規登録

かながわシステムに新規登録するためのデータを作成するときのポイント

①「申請先の市町村名」は漢字で入力します。

②「指定市町村番号」は、申請先の市町村の市町村番号（６桁）を入力します。

「受付番号」は入力しなくても構いません。

③「事業所番号」は、県から通知された番号（１０桁）を入力してください。

「異動区分」は、プルダウンメニューから「新規」を選択してください。「異動区分」は、プルダウンメニューから「新規」を選択してください。

「異動年月日」は、指定する年月日を入力してください。（20＊＊/＊/１）

「支払方法」は、プルダウンメニューから「口座振込」を選択してください。

ただし、納付書での対応となる市町村が申請者である場合は、「納付書

（納入通知書）」を選択してください。

「社福・A型減免」は特定相談支援では、チェックの必要はありません。

④「事業所所在地市町村番号」は、事業所の所在している市町村の市町村

番号を入力してください。（※指定市町村番号と同一になる） 19



かながわシステムへの新規登録

かながわシステムに新規登録するためのデータを作成するときのポイント(続)

⑤「地域区分」は、事業所が所在する市町村の地域区分コード（２桁）を入力

してください。

⑥「指定有効開始年月日」は、「指定年月日」と同一です。

「指定有効終了年月日」は、指定年月日から６年後の前日の年月日を入力

してください。（平成24年４月１日指定の場合、平成30年３月31日）してください。（平成24年４月１日指定の場合、平成30年３月31日）

⑦口座振込依頼書に表示する「事業所番号」は、様式第１号の「事業所番号」

欄に入力すると転記されます。

⑧「基準上の必要人数」は入力しなくても構いません。

⑨通常の事業の実施地域に入力する「市町村番号」は、該当する市町村番号

を入力してください。市町村の一部に限定する場合は「１」を、その市町村全

域の場合は「０」を小枠に入力してください。
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かながわシステムへの新規登録

その他のデータ作成時のポイント

○フリガナは「半角カナ」で入力します。

○住所は「全角」で入力します。番地等の数字も「全角数字」で入力

します。

○エクセルシートに文字数の制限がある箇所（口座振込依頼書のフ

リガナ等）があります。すべて入力できない場合は、途中までで構リガナ等）があります。すべて入力できない場合は、途中までで構

いません。(「ﾄｸﾃｲﾋｴｲﾘｶﾂﾄﾞｳﾎｳｼﾞﾝ」→「ﾄｸﾋ）」と省略する等は可)

○口座振込依頼書の「金融機関コード」は半角４桁、「店舗コード」は

半角３桁で入力してください。

★内容をよく確認してエクセルシートに入力してください。

21



③作成したデータを出力します。

かながわシステムへの新規登録

「CSV出力」
ボタンを押下

22



④出力したデータを保存します。

かながわシステムへの新規登録

ファイル名は「事業所番号－サービス種類コード．csv」で出力
されます。

「保存」ボタンを押下

143*******－52．ｃｓｖ

23



⑤保存したデータをかながわシステムに登録します。

かながわシステムへの新規登録

ログイン後の画面

「事業者登録」を押下
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かながわシステムへの新規登録

「事業者情報CSV登録」を押下
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かながわシステムへの新規登録

「参照」ボタンを押下して、作成したファ
イルを選択します。
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かながわシステムへの新規登録

登録するファイルを選択したら、登録ボ
タンを押下します。

×××××××× 143*******－52．ｃｓｖ
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かながわシステムへの新規登録

登録が完了すると、この画面に遷移します。これで
かながわシステムへの新規事業所登録は完了です。

×××××××× 143*******－52．ｃｓｖ
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かながわシステムへの新規登録

★エラーがあって登録できない場合

→エラー内容を確認して、CSVデータを作成し直します。

※「②」のエクセルシートへの入力に戻り、「②→③→④→⑤」の作業を登録が

完了するまで繰り返します。

エラー内容が表示されます。
「半角カナ以外で入力されています。」等「半角カナ以外で入力されています。」等

29



かながわシステムの登録内容の変更

○指定事業所は、省令に定める事項に変更があった場合に市町村長に

届け出ます。 （法第51条の25第３項）

【省令で定める事項】

・事業所の名称及び所在地

・申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日及び住所

・申請者の定款、寄付行為等及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事

業に関するものに限る。）

・事業所の平面図・事業所の平面図

・事業所の管理者及び相談支援専門員、指定計画相談支援の提供に当たる者の氏名、生

年月日、住所及び経歴

・運営規程

・当該申請に係る事業に係る計画相談支援給付費の請求に関する事項

○指定事業所は、事業を廃止、休止しようとするときは、１ヶ月前までに、

その旨を市町村長に届け出ます。 （法第51条の25第４項）

かながわシステムに登録してある内容も、変更する必要があります。
30



①かながわシステムにログインし、事業所情報を検索します。

かながわシステムへの変更登録

ログイン後の画面

「事業者登録」を押下
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かながわシステムへの変更登録

「事業者情報照会」を押下
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かながわシステムへの変更登録

事業所番号、事業所名称等どれか一つ
の項目を入力すれば、検索可能です。
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かながわシステムへの変更登録

143*******

「検索」を押下
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かながわシステムへの変更登録

143＊＊＊＊＊＊＊ 52

143＊＊＊＊＊＊＊ 53

相談支援事業所 ○ ○

相談支援事業所 ○ ○

2＊＊-＊＊＊＊

OOO-OOO-OOOO

2＊＊-＊＊＊＊

OOO-OOO-OOOO

○○市▲▲町１－２－３

○○市▲▲町１－２－３

検索結果が表示されます。
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かながわシステムへの変更登録

◆ システム上の変更データの取扱い ◆

すでに登録している事業所情報の修正方法は２パターン

①登録されている事業所情報にそのまま上書きする。⇒訂正

《データイメージ》

ここに遡ってデータを上書きする。
※上書きされるのは、直近の
異動年月日までのデータです。

②登録されている事業所情報の過去の情報を保持して、

新しい情報を登録する。⇒異動

指定
（24.4.1） 現在 未来

《データイメージ》

現在 未来指定
（24.4.1）

ここでデータ区切って
登録する。

誤ってデータを上書
いてしまったり、
誤ってデータを区
切ってしまうことが
ないように注意しま
しょう！！
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かながわシステムへの変更登録

◆ システム上の事業所情報のデータのイメージ ◆

現在 未来
管理者変更
（24.5.1付）

「異動」 「訂正」

（例）

指定
（24.4.1）

事業所所在地変更
（24.5.1付）

相談支援専門員変更
（24.6.1付）

「異動」

事業所情報は、異動や訂正を繰り返して更新されていきます。

注意事項
「異動」でデータを区切ったあとは、それ以前のデータの修正等はできません。

過去に登録した内容で、データの修正を行いたい場合は、ご相談ください。

法人代表者変更
（24.5.1付）

「訂正」!?
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かながわシステムへの変更登録

143＊＊＊＊＊＊＊ 52

143＊＊＊＊＊＊＊ 53

相談支援事業所 ○ ○

相談支援事業所 ○ ○

2＊＊-＊＊＊＊

OOO-OOO-OOOO

2＊＊-＊＊＊＊

OOO-OOO-OOOO

○○市▲▲町１－２－３

○○市▲▲町１－２－３

②変更方法を「訂正」・「異動」のどちらで処理するか判断します。

着目するのは「適用期間」

適用期間の始点＝「データが区切れている月」です。

「２０１２／０４～」と表示されている場合・・・

例①）平成24年4月1日付けの変更→「訂 正」

例②）平成24年5月1日付けの変更→「異 動」

例③）平成24年3月1日付けの変更→修正不可
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かながわシステムへの変更登録（訂正）

143＊＊＊＊＊＊＊ 52

143＊＊＊＊＊＊＊ 53

相談支援事業所 ○ ○

相談支援事業所 ○ ○

2＊＊-＊＊＊＊

OOO-OOO-OOOO

2＊＊-＊＊＊＊

OOO-OOO-OOOO

○○市▲▲町１－２－３

○○市▲▲町１－２－３

③「訂正」で処理する場合

事業者名を押下事業者名を押下

※事業所名に下線がないものは、ログインしたユーザー
に作業権限がないことを示します。

39



かながわシステムへの変更登録（訂正）

143*******-52

④変更したいシートを選択します。

○○会

「訂正」で変更する場合はかながわシステム
の画面上で操作します。

○○会

○○市××１－２－３

000-0000

000 000 0000 000 000 0000

○○ ○○

000-0000

○○市××１－２－３

該当箇所を修正入力したら「次へ」を押下
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かながわシステムへの変更登録（訂正）

⑤確認画面に遷移します。

「ＯＫ」を押下
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かながわシステムへの変更登録（訂正）

⑥変更が完了します。

これで「訂正」での変更処理は終了です。

正しく反映されているか、かながわシステムの
画面上で確認してください。
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かながわシステムへの変更登録（異動）

143＊＊＊＊＊＊＊ 52

143＊＊＊＊＊＊＊ 53

相談支援事業所 ○ ○

相談支援事業所 ○ ○

2＊＊-＊＊＊＊

OOO-OOO-OOOO

2＊＊-＊＊＊＊

OOO-OOO-OOOO

○○市▲▲町１－２－３

○○市▲▲町１－２－３

⑦「異動」で処理する場合

事業者番号を押下事業者番号を押下
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かながわシステムへの変更登録（異動）

143＊＊＊＊＊＊＊ 52

143＊＊＊＊＊＊＊ 53

相談支援事業所 ○ ○

相談支援事業所 ○ ○

2＊＊-＊＊＊＊

OOO-OOO-OOOO

2＊＊-＊＊＊＊

OOO-OOO-OOOO

○○市▲▲町１－２－３

○○市▲▲町１－２－３

⑧事業者データをダウンロードします。

「保存」を押下
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かながわシステムへの変更登録（異動）

⑨事業者データを任意の場所に保存します。

ファイル名は「事業所番号サービス種類コード．csv」で
出力されます。

「保存」ボタンを押下

143*******52．ｃｓｖ
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かながわシステムへの変更登録（異動）

「CSV出力」
ボタンを押下

⑩ダウンロードした事業者データをエクセルシートに取り込みます。

×××××××× 143*******－52．ｃｓｖ
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かながわシステムへの新規登録かながわシステムへの変更登録（異動）

⑪該当箇所を修正します。
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内容を確認して「CSV出力」ボ
タンを押下

かながわシステムへの変更登録（異動）

⑫修正した事業者データを出力します。

変更

平成24年5月1日

★異動区分はプルダウンメニューから
「変更」を選択します。
★異動年月日は「変更が生じた年月日」を
入力します。
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かながわシステムへの新規登録かながわシステムへの変更登録（異動）

⑬出力する際に「口座振込依頼書チェック」が表示されます。

「ＯＫ」ボタンを押下
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かながわシステムへの新規登録かながわシステムへの変更登録（異動）

⑭変更した事業者データを任意の場所に保存します。

ファイル名は「事業所番号サービス－種類コード．csv」で
出力されます。

「保存」ボタンを押下

143*******－52．ｃｓｖ
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⑮保存したデータをかながわシステムに登録します。

かながわシステムへの変更登録（異動）

ログイン後の画面

「事業者登録」を押下
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「事業者情報CSV登録」を押下

かながわシステムへの変更登録（異動）
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「参照」ボタンを押下して、作成したファ
イルを選択します。

かながわシステムへの変更登録（異動）
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かながわシステムへの変更登録（異動）

登録するファイルを選択したら、登録ボ
タンを押下します。

×××××××× 143*******－52．ｃｓｖ
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かながわシステムへの変更登録（異動）

×××××××× 143*******－52．ｃｓｖ
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かながわシステムへの変更登録（異動）

143＊＊＊＊＊＊＊ 52

143＊＊＊＊＊＊＊ 53

相談支援事業所 ○ ○

相談支援事業所 ○ ○

2＊＊-＊＊＊＊

OOO-OOO-OOOO

2＊＊-＊＊＊＊

OOO-OOO-OOOO

○○市▲▲町１－２－３

○○市▲▲町１－２－３

適用年月が更新されます。

2012/05

適用年月が更新されます。

これで「異動」での変更処理は終了です。

正しく反映されているか、かながわシステムの
画面上で確認してください。
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かながわシステムへの登録

かながわシステムへの登録作業について、ご不明な点があれば、

お問い合わせください。

問い合わせ先

神奈川県保健福祉局福祉部 障害サービス課事業支援グループ

電話：０４５－２１０－４７３２

FAX：０４５－２０１－２０５１
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地域生活支援事業の事業所登録等について

58

神奈川県保健福祉局福祉部

障害サービス課 事業支援グループ

平成２７年４月１４日



地域生活支援事業の事業所登録等について

地域生活支援事業は、市町村それぞれが地域の実情に応じた柔軟な事業形態で

の実施が可能となるよう、市町村の創意工夫により、事業の詳細を決めることがで

きます。

移動支援事業 訪問入浴サービス事業 日中一時支援

59

など・・・

地域生活支援事業は、市町村固有の事業です。事業所所在市町村以外の事業
者に事業を委託または指定等によるサービス費用の代理給付等(以下「事業所登
録」という)を行う場合は、市町村ごとに規定する所定の手続きを行ってください。

地域生活支援事業の事業所の審査やサービス提供に関する指導は、各市町村の規定により
行われ、県が指定、指導を行う指定障害福祉サービス等とは権限が異なるのでご注意ください。



地域生活支援事業の事業所登録等について

○地域生活支援事業委託費またはサービスの利用費用の代理給付等の支払を

国保連システム（かながわシステム）を経由して行う場合は、国保連が提供する
「地域生活支援事業所・単独事業所申請様式」により、事業所の情報をシステム

に登録する必要があります。

○重複した「事業所情報のシステム登録」及び事業所番号の付番を避けるため、神

奈川県では次のとおりに取り扱います。
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事業所所在地 登録先 事業所番号登録ルール

横浜市内に所在する事業所 横浜市

別に定める地域生活支援事業所付番ルールにより
登録

川崎市内に所在する事業所 川崎市

横須賀市内に所在する事業所 横須賀市

相模原市内に所在する事業所 相模原市

上記以外に所在する事業所 神奈川県



○自市以外に所在する事業所の事業所登録の必要性が生じた場合、かながわシス

テムの事業所検索機能による照会により、該当事業所の事業所情報のシステム登

録状況を確認します。この際、該当事業所が事業所所在地市町村で事業所情報シ

ステム登録がされていない場合は、事業所所在地の指定都市又は神奈川県に「事

業所情報のシステム登録の依頼」を行い、依頼を受けた指定都市又は神奈川県は、

かながわシステムへの登録を行います。

地域生活支援事業の事業所登録等について

例）A市が指定都市の場合

61

A市事業所

A市

B市

契約・登録

契約

システム登録がなけれ
ばA市に登録を依頼

例）A市が指定都市の場合



例）大和市内に所在する事業所（A事業所）を横浜市の支給決定者が利用する場合

地域生活支援事業の事業所登録等について

A事業所を県において登録済みの場合 A事業所が県において登録されていない場合

横浜市が県
に登録を依頼

横浜市が独
自に管理する
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横浜市は県が
付番した事業所
番号を使用する

に登録を依頼
する案

自に管理する
案

県は大和市の
郡市区コードで
付番する。

横浜市が大和市
の郡市区コードで
付番する。

横浜市が横浜市
の郡市区コードで
付番する。

《１４６３００００１＊》 《１４６？？０００１＊》

横浜市が独自に管理すると、大和市内の既に
登録している事業所の番号と重複する可能性

がある。

郡市区コードには「横浜市全域」
を定義する番号がない。



事業所登録の事務フロー図

地域生活支援事業の事業所登録等について

自治体 指定都市等 その他市町村 県

事業所
所在地

当該
市内

市外
当該市
町村内

当該市町村外
その他
市町村
内

その他
市町村
外

事業所
登録

（事業の委託 ◎ ◎ ◎ ◎
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（事業の委託
契約・登録等
の手続き)

事業所情
報のシス
テム登録
（かながわシ
ステムへの

アップロード）

◎

＊他指定都
市等又は県
による登録
あり

＊他指定
都市等又
は県による
登録なし ○

注）県に登
録を依頼

＊他指定
都市等又
は県によ
る登録あ
り

＊他指定
都市等又
は県による
登録なし

○

注）指定都
市等及び
その他市
町村の依
頼により登
録

×
注）既登録
の事業所番
号を使用。

○
注）所在す
る指定都
市等又は
県に登録を
依頼。

×
注）既登
録の事業
所番号を
使用。

○
注）所在す
る指定都
市等又は
県に登録を
依頼。

※「指定都市等」＝横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市



○県、指定都市等への登録依頼は、任意の登録依頼書に「地域生活支援事業所・

単独事業所登録シート」と、登録シートのデータが入力されたCDを添付して下さい。
※データ媒体については、依頼先市町村にご確認ください。

地域生活支援事業の事業所登録等について

地域生活支援事
業所登録依頼書

地域生活支援事
業所登録シート

＋ ＋
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○登録内容に変更が生じた場合は、登録を依頼した市町村に変更依頼を行ってください。

廃止等についても同様です。




